
（法第28条第1項関係様式）

特定非営利活動法人　ゆづるは
１．　事業実施の成果

　今年度は、コロナウイルスによる経済活動の低迷と活動内容の縮小が年間を通じた決算となった。
コロナウイルスの終息には、2年以上の時間がかかるものと前期決算時に予想は出来ていたが
就労継続支援事業B型（給付事業）の生産活動の受注が予想以上に減少をし、障がいのある方々の
収入（支払い工賃）も大幅に減少されることが予想されたため、法人資金から拠出する事となった。
　また、既存の生産活動以外の収入の確保として屋外作業である庭園清掃を開始、様々な特性がある
障がいのある方たちのワークシェアリング及びジョブシェアリングを時間短縮を行うことなく
実施することが出来、前年対比売上27％減少に対し、支払い工賃は14％減少に留めることが出来た。
　コロナウイルスによる影響が一番深刻となったのが、NPO法人としての市民ニーズに寄り添う活動が
広報及びホームページでの情報発信のみとなり、地域での講演会（障がい支援）やお祭りへの参加
などの協働連携の活動が出来なかった事だった。
　唯一、余暇活動の提供は行われたが継続支援のみとなり、新規の対象者へ広げる事が出来なかった。
　今後のコロナウイルスによる経済活動への影響は、短くとも2～3年は引き続きありうることが予想され
給付事業での給付費の大幅値下げも相まって厳しい経営状態が予想され、NPO法人存続へ向けた取り組みを
模索しなければならない状況である。

２．　事業の実施に関する事項
（１）　特定非営利活動に係る事業

障がい者の就労 管理運営 通年

支援事業 ・受注軽作業による作業訓練 通年 ワークスタイル

①ダイレクトメールにおける こすも

障害者自立支援法 　セット・封入・封緘・バルク

に基づく障害福祉 　シーケンシャルコード管理

サービス事業 　を含むすべての作業

②通販商品の箱組み立て及び

　箱詰め等全般

③アメニティグッズのセット

　作成

④各種化粧箱組立

・ＳＳＴ

・生活技能訓練による、清掃

　調理、洗濯等

障がいを有する方の ・地域住民に対し福祉現場の見学 通年 ワークスタイル

福祉向上に関する 相談事業 こすも

情報提供及び普及 ・支援学校生徒への実習提供

啓発事業 ・障がいを有する方と家族への 依頼に 法人施設及び

サポート及び相談業務 応じ随時 各家庭や電話

・障がい支援を行う方へのサポ

ート及び相談業務

・広報誌発行 3回

・ホームページ 随時

・障がい支援に関する講演

　※新型コロナにより未開催

近隣作業所や地域と ・地域の親の会との連携事業

の協働及び連携事業 障害支援施設との協働連携事業

　※新型コロナにより未開催

未開催

令和2年度　事業報告書
令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

定款の事業名 事業内容 実施日時 実施場所 従事者の
人数

受益対象者の範
囲及び人数

支出額
（千円）

法人施設内 1人 事業利用者多数 773

9人 障がい者他15名 43,998

9人 家族 0

他　14回 無償ボランティア

教職員

12ヶ月/180名

2人 障がいを有する 0

方やその家族

家族及び本人

支援関係者他

無償ボランティア

法人施設内 一般市民多数 275
2人

Ｗｅｂ上 無償ボランティア

未開催 未開催 0

未開催 未開催 未開催 0

未開催 未開催
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特定非営利活動法人　ゆづるは

令和2年度　事業報告書
令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

障がいを有する方 ・社会資源を利用した余暇活動 通年

の余暇活動の企画・ ・プランニング・実施指導

推進事業 社会生活活動の指導と相談支援

余暇休日活動の提供（無償事業） 通年

障がいを有する方 ・市主催福祉祭り

と地域住民との交流 　駐車場

イベント開催及び

参加支援事業 　※新型コロナにより未開催

障がい児・者福祉 ・職員・ボランティア研修 通年 法人施設内

に携わる人材の育成

及び調査研究事業 ・関連書籍の貸し出し

　※新型コロナにより未開催

未開催

定款の事業名 事業内容 実施日時 実施場所 従事者の
人数

0

受益対象者の範
囲及び人数

支出額
（千円）

法人施設内 5人 障がい者8名 771

無償ボランティア

1人 職員及び希望者 0

ボランティア

法人施設内 5人 障がい者8名 無償ボランティア

未開催

無償ボランティア

未開催

未開催 未開催 未開催

未開催 未開催
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 貸借対照表

（単位：円）NPO法人ゆづるは

令和 3年 3月31日 現在

資産の部
科目 金額

  【流動資産】

  （流動性現預金）

      現金 146,322

      普通預金 8,694,991

      納税準備預金 640,446

      賞与退職準備預金 3,017,991

      郵便預金 478,222

      郵便振替口座 547,830

      福岡銀行 122,310

        流動性現預金　合計 13,648,112

  （固定性預金）

      退職積立預金 2,375,349

        固定性預金　合計 2,375,349

  （売掛金）

      売掛金 637,320

        売掛金　合計 637,320

  （他流動資産）

      立替金 4,083

      仮払金 9,914

      未収金 6,090,724

        他流動資産　合計 6,104,721

        流動資産　合計 22,765,502

  【固定資産】

  （有形固定資産）

      建物 298,580

      建物附属設備 148,546

      機械装置 1,187,210

      車両運搬具 2

      工具器具備品 18,353

        有形固定資産　合計 1,652,691

  （投資その他の資産）

      敷金 2,020,000

        投資その他の資産　合計 2,020,000

        固定資産　合計 3,672,691

資産　合計 26,438,193

負債の部
科目 金額

  【流動負債】

  （他流動負債）

      未払金 2,857,294

      預り金 43,340

        他流動負債　合計 2,900,634

        流動負債　合計 2,900,634

負債　合計 2,900,634

純資産の部
科目 金額

  【株主資本】

  （利益剰余金）

  　その他利益剰余金

      期首繰越利益 23,671,148

      繰越利益剰余金 -133,589

        他利益剰余金　合計 23,537,559

        利益剰余金　合計 23,537,559

        株主資本 合計 23,537,559

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

純資産　合計 23,537,559

純資産負債合計　合計 26,438,193


